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Ａ－１　附帯事項等についての履行状況

１.認可時の附帯事項 （「寄附行為（変更）認可」にあたって文部科学大臣から付された附帯事項に対するもののみ記入）

（注）

１．「認可時の附帯事項」に対する履行状況について、認可組織毎に作成して ４．定員充足の在り方（定員未充足）に関する留意事項が付されている場合は、

　ください。 　必ず【記入例】にならって実績の推移表を挿入してください。

　　※「認可時の附帯事項」が付された学校法人は、必ず作成してください。

　　※学校法人分科会から付された附帯事項のみ記入してください。 ５．附帯事項に対する履行状況が確認できる根拠資料(例えば①補助

　　※大学設置分科会から付された附帯事項については記入しないでください。 　金等の受入れについては地方公共団体等からの補助金交付通知書等の写しや、

　　※「その他意見」については記入する必要はありません。 　受入れ後の預金通帳の写し、②寄附金の任意性については寄附金募集要項や、

２．附帯事項が付されていない場合は、「特になし」と記入してください。 　募集趣意書等の写し、③理事会の議決を要するものについては、理事会の議事録

　の写し等）を必ず添付してください。

３．「左の履行状況」欄の記入に当たっては、改善の有無、これまでの経緯や対応

　の状況、現状及び問題点等の分析、今後の対応策等について具体的に記入し ６．平成３０年度以前開設の大学等の設置、学部の新設等については「附帯事項」を

　てください。 　「留意事項」と読み替えて作成してください。

 認　可　時　の　附　帯　事　項  左　　　の　　　履　　　行　　　状　　　況

１．完成年度における法人全体の基本金組入前当年度収
支差額がマイナスとなっていることから、収支の均衡を
前提とした中長期的な財政計画の策定・実行など、経営
基盤の安全確保に取り組むこと。

１．亀田医療大学大学院設置認可申請時、完成年度における法人全体の基本金組入前当年度収支差額は、15,576千円のマイナス（開設年度は35,679千円のマイナス）を見
込んでいたが、寄附金収入の確保及び費用節減に努めることにより基本金組入前当年度収支差額の黒字化をめざすこととしたい。なお、平成28年度以降の基本金組入前当
年度収支差額は以下のとおり黒字となっており、完成年度となる令和2年度も黒字化に努めている。

・平成28年度決算：＋119,912千円
・平成29年度決算：＋127,303千円
・平成30年度決算：＋232,887千円
・令和元年度決算：＋33,009千円
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２.履行状況調査結果に基づく指摘事項等（「寄附行為（変更）認可」にあたって文部科学大臣から付された附帯事項に対するもののみ記入）

１．設置計画変更協議を申し出た。

（注）

１．「履行状況調査結果に基づく指摘事項等」に対する履行状況について、認可組織 ４．指摘事項等が付されていない場合は、「特になし」と記入してください。

　毎に作成してください。ただし、認可組織が複数ある場合でも、同じ指摘事項等が

　付されている場合は一括して取りまとめのうえ記入してください。 ５．「左の履行状況」欄の記入に当たっては、改善の有無、これまでの経緯や対応

　の状況、現状及び問題点等の分析、今後の対応策等について具体的に記入し

２．履行状況調査期間中に付された指摘事項等についてはすべて記入してください。 　てください。

　その際、履行状況調査結果の通知年月日を必ず付記してください。

　　※同じ文言の指摘事項等が複数年にわたり付されている場合は、指摘事項等の文言 ６．定員充足の在り方（定員未充足）に関する指摘事項等が付されている場合は、

　　　の後に通知年月日をそれぞれ並べて記載してください。 　必ず【記入例】にならって実績の推移表を挿入してください。

　　※学校法人分科会から付された指摘事項等のみ記入してください。

　　※大学設置分科会から付された指摘事項等については記入しないでください。 ７．指摘事項等に対する履行状況が確認できる根拠資料(例えば①補助金等の受入れ

　  ※「その他意見」については記入する必要はありません。 　については地方公共団体等からの補助金交付通知書等の写しや、受入れ後の預金

３．「区分」については、「是正意見」「改善意見」「指摘事項（法令違反）」 　通帳の写し、②寄附金の任意性については寄附金募集要項や、募集趣意書等の写

　「指摘事項（是正意見）」「指摘事項（改善意見）」の別を記入してください。 　し、③理事会の議決を要するものについては、理事会の議事録の写し等）を必ず

　※平成３０年度から「是正意見」「改善意見」に代わり、「指摘事項（是正意見）」 　添付してください。

　　「指摘事項（改善意見）」を付しており、また、「指摘事項（法令違反）」を

　　新たに付しています。

１．学年進行中に当初の設置計画が変更されていること
から、速やかに文部科学省と協議するとともに、今後、
緊急かつやむを得ない事由により計画の変更を行う場合
は、あらかじめ文部科学省と協議すること。

（履行状況調査結果通知日：令和　2年　3月　31日）

（亀田医療大学大学院看護学研究科）

履行状況調査結果に基づく指摘事項等 左　　　の　　　履　　　行　　　状　　　況

区　分

「指摘事項（法令違反）」
「指摘事項（是正意見）」
「指摘事項（改善意見）」
の別を通知日の右に記入

指摘事項（改善意見）
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※
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６
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９
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８
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テ
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。
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受
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。
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Ｂ－１　大学等創設事業の内容及び学校法人の概要

年 人 人 人

- - （基礎学部等）　看護学部

14条特例の実施

　年度 大学院新設

（注）１．寄附行為（変更）認可申請書に添付した様式第２－１号に準じて作成してください。

　　　２．認可時から変更がある場合は、見え消し（認可時の内容に取り消し線を引き、最新の内容を記載）で記入してください（法人の沿革を除く）。　

　　　３．「調査対象組織の内容」は、認可組織毎に作成してください。

18

組 織 の

編 入 学 定 員 収 容 定 員 備 考

調 査 対 象 年次

亀田医療大学大学院 看護学研究科 2 10 20

法 人 の
事 務 所 の 所 在 地

名 称

学 校 名 学 部 ・ 学 科 名 等 修 業 年 限 入 学 定 員

学校法人　鉄蕉館 千葉県鴨川市横渚462番地

内 容

法 人 の

沿 革

（ 概 要 ）

学校法人結城学園（平成21年4月22日まで）
　平成元年　3月31日　学校法人結城学園設立認可
　　　　　　 　 3月31日　結城幼稚園及び結城第二幼稚園設置者変更認可
　　　　　　　　　　　　　　（宗教法人満蔵寺　代表役員森田彦英→学校法人結城学園　設立代表者（理事長）森田彦英）
　平成20年　2月29日　結城幼稚園及び結城第二幼稚園　休園届を提出
　平成21年　4月 1日　理事長変更（森田英仁→亀田省吾　平成21年5月12日変更届受理）

 学校法人鉄蕉館（平成21年4月23日から）
 平成21年　4月23日  学校法人結城学園から学校法人鉄蕉館に改称

　  12月25日  亀田医療技術専門学校看護学科/助産学科の看護師等養成所の指定
 平成22年  4月 1日  亀田医療技術専門学校を設置（医療法人鉄蕉会から継承）
 平成23年10月31日  亀田医療大学看護学部看護学科の看護師学校の指定
 平成24年 3月29日  結城幼稚園及び結城第二幼稚園　廃止

　  　　　　   4月 1日   亀田医療大学看護学部看護学科開学（入学定員80名）
  平成27年10月 1日　亀田医療技術専門学校日本語学科（1.5年課程)開設（入学定員20名）
　平成28年 4月 1日　亀田医療技術専門学校日本語学科（2年課程）開設（入学定員20名）
　平成31年 4月 1日　亀田医療大学大学院看護学研究科看護学専攻開設（入学定員10名）
 令和  2年 4月 1日　亀田医療技術専門学校介護福祉学科（2年課程）開設（入学定員20名）

開 設 年 度 申 請 区 分 調 査 対 象 組 織 の 住 所平成31
横渚キャンパス：千葉県鴨川市横渚462番地
東町キャンパス：千葉県鴨川市東町1343番地4



Ｂ－２　大学等創設事業の実施及び支払状況   （認可組織名　　亀田医療大学大学院）

年度　
　区分

校 地 合 計 0㎡　　0千円 0㎡　　0千円 0㎡　　0千円 0㎡　　0千円 0㎡　　0千円

（ う ち 造 成 費 ） （0㎡　　0千円） （0㎡　　0千円） （0㎡　　0千円） （0㎡　　0千円） （0㎡　　0千円）

※ 校 舎 ( 基 準 内 ) 0㎡　　0千円 15,357.31㎡　945千円 0㎡　　0千円 0㎡　　0千円 15,357.31㎡　945千円

校 舎 （ 基 準 外 ） 0㎡　　0千円 0㎡　　0千円 0㎡　　0千円 0㎡　　0千円 0㎡　　0千円

※ 校 舎 合 計 0㎡　　0千円 15,357.31㎡　945千円 0㎡　　0千円 0㎡　　0千円 15,357.31㎡　945千円

　  ※ 図　　書 0冊　　0千円 218冊　　1,000千円 169冊　　528千円 0冊　　0千円 387冊　　1,528千円

※ 教具・校具・備
品

0点　　0千円 331点　23,405千円 0点　　0千円 0点　　0千円 331点　23,405千円

　  ※ 小　　計 0千円 25,350千円 528千円 0千円 25,878千円

0千円

0千円 25,350千円 528千円 0千円 25,878千円

校 地 合 計 0㎡　　0千円 0㎡　　0千円 0㎡　　0千円 0㎡　　0千円 0㎡　　0千円

（ う ち 造 成 費 ） （0㎡　　0千円） （0㎡　　0千円） （0㎡　　0千円） （0㎡　　0千円） （0㎡　　0千円）

校 舎 （ 基 準 内 ） 0㎡　　0千円 15,357.31㎡　945千円 0㎡　　0千円 0㎡　　0千円 15,357.31㎡　945千円

校 舎 （ 基 準 外 ） 0㎡　　0千円 0㎡　　0千円 0㎡　　0千円 0㎡　　0千円 0㎡　　0千円

校 舎 合 計 0㎡　　0千円 15,357.31㎡　945千円 0㎡　　0千円 0㎡　　0千円 15,357.31㎡　945千円

図 書 0冊　　0千円 218冊　　1,000千円 169冊　　528千円 0冊　　0千円 387冊　　1,528千円

教具・校具・備品 0点　　0千円 331点　23,405千円 0点　　0千円 0点　　0千円 331点　23,405千円

小 計 0千円 25,350千円 528千円 0千円 25,878千円

0千円 25,350千円 528千円 0千円 25,878千円

（注）１．認可組織毎に作成してください。

が文部科学省となされている必要があります。

　　　　「当初計画（認可時）」の該当欄に※を付した上で、協議後の内容に書き換え、備考欄に協議年月日（協議書の日付）を記入してください。
　　　　　（協議が複数回ある場合は、「※１」「※２」など区分して記入してください。）
　　　４．計画変更の内容について、私学行政課法人係に相談の結果、計画変更協議書の提出にまで至らなかった場合は、「当初計画（認可時）」の該当欄を
　　　　相談の内容に見え消し（認可時の内容に取り消し線を引き、相談の内容を記載）で記入し、備考欄に相談年月日を記入してください。
　　　５．学部増、学科増の場合又は大学院の新設、研究科の増設の場合は「新設校の初年度経常経費」の欄は記入の必要はありません。
　　　６．該当する事項がない欄は斜線を引いてください（「－」でも可）。
　　　７．現物寄附がある場合は、当該欄にその旨を明記し、外数で記入してください。
　　　８．今後支払う予定の設置に係る経費がある場合は、「実施状況（Ｒ２年度現在）」の該当欄に支払予定金額等を記入してください。
　　　９．「当初計画（認可時）」と「実施状況（Ｒ２年度現在）」とを比較して記載内容に異なる点がある場合には、その全ての相違点について理由を備考欄に記入してくだ
　　　　 さい。

合計申請年度 開設年度

合　　　　計

大
学
等
の
設
置
に
要
す
る
経
費

大
学
等
の
設
置
に
要
す
る
経
費

完成年度

新設校の初年度経常経費

29年度

新設校の初年度経常経費

合　　　　計

　備　　考

　　　２．「当初計画」（上段）と「実施状況」（下段）の数値等に差異がある場合は、設置計画の変更に係る事前相談（場合によっては「設置計画変更協議書」の提出）

　　　３．「当初計画（認可時）」欄について、認可以降に計画変更協議を行った場合（私学行政課法人係に変更協議書を提出済みのものに限る。）には、

　※令和２年４月１日計画変更協議

当
初
計
画
（

認
可
時
）

実
施
状
況
（

Ｒ
２
年
度
現
在
）
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※令和２年４月１日計画変更協議

（注） １．認可組織毎に作成してください。

　　 ２．「当初計画」（上段）と「実施状況」（下段）の数値等に差異がある場合は、設置計画の変更に係る事前相談

（場合によっては「設置計画変更協議書」の提出）が文部科学省となされている必要があります。

　　　　（協議が複数回ある場合は、「※１」「※２」など区分して記入してください。）

   　４．計画変更の内容について、私学行政課法人係に相談の結果、計画変更協議書の提出にまで至らなかった場合は、｢当初計画(認可時)｣の該当欄を

　　　相談の内容に見え消し（認可時の内容に取り消し線を引き、相談の内容を記載）で記入し、備考欄に相談年月日を記入してください。

５．「実施状況（Ｒ２年度）」欄は、令和２年度現在における当該創設事業全体にかかる設置財源を記入してください。（令和２年度中の支払額ではありません。）

６．区分欄中の項目名は、当該大学等の設置に係る寄附行為（変更）認可申請書に記載した項目名によってください。

　 　３．「当初計画（認可時）」欄について、認可以降に計画変更協議を行った場合（私学行政課法人係に変更協議書を提出済みのものに限る。）には、

　　　「当初計画（認可時）」の該当欄に※を付した上で、協議後の内容に書き換え、備考欄に協議年月日（協議書の日付）を記入してください。

当
初
計
画

（
認
可
時

）

25,878千円

合　　　　　計

平成29年度末までに学納金等事業活動収入から積立てられた現金預金883,398千円のうち25,878千
円を充当

25,878千円

Ｂ－３　大学等の設置に要する経費及び開設年度の経常経費の財源の調達状況

平成29年度末までに学納金等事業活動収入から積立てられた現金預金883,398千円のうち26,091千
円を充当

区　　　　　分 財　源　充　当　額 財　源　の　調　達　方　法

※現金預金

（認可組織名　　亀田医療大学大学院）

合　　　　　計 25,878千円

備　　考

実
施
状
況

（
Ｒ
２
年
度

）

現金預金 25,878千円
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Ｃ－１　財務運営の状況

（１）資  金  収  支  の  状  況 （　法　人　全　体　） 　　　　　（単位：千円）

２８　　年　　度 ２９　　年　　度 ３０　　年　　度 Ｒ元　　年　　度
当初認可時計画における令
和元年度の法人全体の収支

状況(予算)

722,170 703,005 676,785 671,145 680,500

9,449 9,698 11,372 10,540 12,486

314,686 262,349 357,256 310,760 240,000

137,344 193,747 163,034 166,120 143,721

国庫補助金 97,915 155,237 124,537 128,773 110,000

都道府県補助金 39,429 38,510 38,497 37,347 33,721

市区町村補助金 0 0 0 0 0

21,740 0 50 61 0

13,484 14,690 12,213 3,465 14,700

31 37 15 29 100

8,688 9,325 5,089 14,628 4,730

30,000 0 0 0 0

378,790 366,093 365,812 375,152 387,700

54,970 57,615 170,350 170,673 89,233

▲ 429,546 ▲ 449,591 ▲ 407,009 ▲ 426,637 ▲ 425,800

431,352 722,382 883,398 750,023 785,353

1,693,157 1,889,349 2,238,365 2,045,958 1,932,723

592,346 600,954 587,652 639,933 658,452

194,230 192,732 200,442 208,402 208,043

83,920 79,151 73,723 80,027 76,482

11,492 11,118 10,006 8,864 9,178

65,954 60,535 82,240 32,682 35,821

3,966 76 65,981 109,214 27,500

17,710 135,877 50,972 25,258 17,033

0 0 379,250 88,817 82,400

61,663 77,459 115,579 125,801 75,171

9,000

▲ 60,505 ▲ 151,952 ▲ 77,502 ▲ 71,261 ▲ 49,500

722,382 883,398 750,023 798,221 783,142

1,693,157 1,889,349 2,238,365 2,045,958 1,932,723

※計算書類の各科目を四捨五入した数値を記入してください。（合計欄についても計算書類上の合計値を四捨五入で記入）

資産運用支出

その他の支出

資金支出調整勘定

翌年度繰越支払資金

［予備費］

教育研究経費支出

管理経費支出

支
　
出
　
の
　
部

付随事業・収益事業収入

受取利息・配当金収入

雑収入

借入金等利息支出

その他の収入

資金収入調整勘定

前年度繰越支払資金

合計

人件費支出

借入金等返済支出

施設関係支出

設備関係支出

合計

資産売却収入

借入金等収入

前受金収入

科　　　　　目

収
　
入
　
の
　
部

学生生徒等納付金収入

手数料収入

寄付金収入

補助金収入
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（２）事　業　活　動　収　支　の　状　況　（　法　人　全　体　） 　　　　（単位：千円）

２８　　年　　度 ２９　　年　　度 ３０　　年　　度 Ｒ元　　年　　度
当初認可時計画における令
和元年度の法人全体の収支

状況(予算)

学生生徒等納付金　（ア） 722,170 703,005 676,785 671,145 680,500

手数料 9,449 9,698 11,372 10,540 12,486

寄付金 264,382 262,120 355,579 310,837 240,000

経常費等補助金　（イ） 137,344 164,907 163,034 146,463 143,721

付随事業収入 13,484 14,690 12,213 3,465 14,700

雑収入 8,688 9,325 5,089 14,628 4,730

教育活動収入　計　（ウ） 1,155,515 1,163,745 1,224,072 1,157,078 1,096,137

人件費　（エ） 602,551 605,762 596,457 644,448 667,052

教育研究経費　（オ） 354,809 328,829 341,760 361,144 350,053

管理経費　 106,871 98,437 93,404 100,181 96,633

徴収不能額等 0 0 0 31,164 0

教育活動支出　計　（カ） 1,064,231 1,033,028 1,031,621 1,136,938 1,113,738

91,284 130,717 192,451 20,140 ▲ 17,602

受取利息・配当金 31 37 15 29 100

その他の教育活動外収入 0 0 0 0 0

教育活動外収入　計　（キ） 31 37 15 29 100

借入金等利息　（ク） 11,492 11,118 10,006 8,864 9,178

その他の教育活動外支出 0 0 0 0 0

教育活動外支出　計　（ケ） 11,492 11,118 10,006 8,864 9,178

▲ 11,461 ▲ 11,082 ▲ 9,991 ▲ 8,835 ▲ 9,078

79,823 119,635 182,460 11,305 ▲ 26,680

資産売却差額 0 0 0 60 0

その他の特別収入 53,445 31,824 51,572 22,157 0

特別収入　計 53,445 31,824 51,572 22,217 0

資産処分差額 13,356 24,157 1,144 512 0

その他の特別支出 0 0 0 0 0

特別支出　計 13,356 24,157 1,144 512 0

40,089 7,668 50,428 21,705 0

9,000

119,913 127,303 232,888 33,009 ▲ 35,680

▲ 76,446 ▲ 38,216 ▲ 291,064 ▲ 182,888 ▲ 104,674

43,467 89,087 ▲ 58,176 ▲ 149,879 ▲ 140,354

▲ 746,205 ▲ 623,188 ▲ 517,193 ▲ 575,369 ▲ 677,202

79,550 16,909 0 443 533

▲ 623,188 ▲ 517,193 ▲ 575,369 ▲ 724,805 ▲ 817,022

（参考）

事業活動収入　計　（シ） 1,208,991 1,195,606 1,275,659 1,179,324 1,096,237

事業活動支出　計 1,089,079 1,068,303 1,042,771 1,146,315 1,131,916

※計算書類の各科目を四捨五入した数値を記入してください。（合計欄についても計算書類上の合計値を四捨五入で記入）
※行の追加・削除は行わないで下さい。（「様式Ｃ－１(４)」で自動計算されるため）

科　　　　　目

教
育
活
動
収
支

収
　
入

支
　
出

教育活動収支差額

翌年度繰越収支差額

基本金組入前当年度収支差額

基本金組入額合計　（サ）

当年度収支差額

前年度繰越収支差額

基本金取崩額

教
育
活
動
外
収
支

収
入

支
出

教育活動外収支差額

〔　予備費　〕

経常収支差額　（コ）

特
別
収
支

収
入

支
出

特別収支差額
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（３）貸　借　対　照　表（　法　人　全　体　）

２ ８ 年 度 ２ ９ 年 度 ３ ０ 年 度 Ｒ 元 年 度 ２ ８ 年 度 ２ ９ 年 度 ３ ０ 年 度 Ｒ 元 年 度

3,212,191 3,157,691 3,444,190 3,368,557 1,276,592 1,288,843 1,180,757 1,138,689

3,154,208 3,110,524 3,115,314 3,079,382 776,522 764,713 675,256 631,726

うち、土地　 124,242 124,242 124,242 124,242 うち、長期借入金 645,783 586,237 506,644 473,513

うち、建物　 1,879,892 1,837,616 1,843,489 1,830,469 うち、学校債 0 0 0 0

うち、構築物 110,111 96,335 82,560 68,785 うち、退職給与引当金 111,437 116,244 125,049 129,564

うち、教育研究用機器備品 237,929 293,119 289,109 254,603 500,071 524,130 505,501 506,962

43,000 26,091 306,015 269,727 うち、短期借入金 36,318 35,329 32,682 33,132

14,982 21,076 22,860 19,449 うち、未払金 60,768 99,935 85,637 74,181

うち、借地権 10,000 10,000 10,000 10,000 うち、前受金（ｈ） 378,790 366,093 365,812 375,152

うち、有価証券 0 0 0 0 2,707,784 2,835,087 3,067,975 3,100,984

うち、長期貸付金 0 3,240 5,160 33,300 3,330,973 3,352,280 3,643,344 3,825,789

772,186 966,239 804,543 871,116 第１号基本金 3,212,973 3,251,189 3,513,504 3,719,609

722,382 883,398 750,023 798,221 第２号基本金 43,000 26,091 24,790 0

0 0 0 0 第３号基本金 0 0 30,050 31,180

49,803 82,841 54,520 72,895 第４号基本金 75,000 75,000 75,000 75,000

3,984,377 4,123,930 4,248,732 4,239,673 繰 越 収 支 差 額（j） ▲ 623,188 ▲ 517,193 ▲ 575,369 ▲ 724,805

翌年度繰越収支差額 ▲ 623,188 ▲ 517,193 ▲ 575,369 ▲ 724,805

3,984,377 4,123,930 4,248,732 4,239,673

760,923 857,872 1,013,564 1,185,770

717,141 735,043 633,074 562,815

（単位：千円）

固　定　負　債（ｆ）

資　　　産　　　の　　　部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科　　　目 科　　　目

負　　　債　　　（ｅ）固　定　資　産（ａ）

有 形 固 定 資 産

流　動　負　債（ｇ）

特 定 資 産

　うち、現金・預金（ｃ）

　純　資　産　（i）

基　　本　　金

そ の 他 の 固 定 資 産

※計算書類の各科目を四捨五入した数値を記入してください。（合計欄についても計算書類
　上の合計値を四捨五入で記入）
※行の追加・削除は行わないで下さい。（「様式Ｃ－１(４)」で自動計算されるため）

減価償却額の累計額の合計額

基 本 金 未 繰 入 額

　その他

流　動　資　産（ｂ）

合　　　　　計　（ｄ）

合計(ｅ)＋(i)

　うち、有価証券
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（４）財　務　比　率　表　（ 法 人 全 体 ） ※自動計算

総 負 債 － 前 受 金 (e)-(h)

総 資 産 (d)

純 資 産 (i)

負 債 ＋ 純 資 産 (e)+(i)

流 動 資 産 (b)

総 資 産 (d)

流 動 資 産 (b)

流 動 負 債 (g)

固 定 資 産 (a)

純資産＋固定負債 (i)+(f)

前 受 金 (h)

現 金 預 金 (c)

現 金 預 金 (c)

前 受 金 (h)

繰 越 収 支 差 額 (j)

負 債 ＋ 純 資 産 (e)+(i)

教 育 活 動 支 出 (ｶ)

学生生徒等納付金 (ｱ)

人 件 費 (ｴ)

学生生徒等納付金 (ｱ)

借 入 金 等 利 息 (ｸ)

経 常 収 入 (ｳ)+(ｷ)

教 育 研 究 経 費 (ｵ)

経 常 収 入 (ｳ)+(ｷ)

経 常 収 支 差 額 (ｺ)

経 常 収 入 (ｳ)+(ｷ)

学生生徒等納付金 (ｱ)

事 業 活 動 収 入 (ｼ)

補 助 金 (ｲ)

事 業 活 動 収 入 (ｼ)

基 本 金 組 入 額 (ｻ)

事 業 活 動 収 入 (ｼ)

人 件 費 (ｴ)

事 業 活 動 収 入 (ｼ)
※　(3) 貸借対照表の「(a)～(j)」及び、(2) 事業活動収支の状況の「(ｱ)～(ｼ)」により計算。小数点第１位（小数点第２位を四捨五入）まで記入。

46.8% 54.6%

基 本 金 組 入 率 -6.3% -3.2% -22.8% -15.5%

12.4%

学生生徒等納付金比率 59.7% 58.8% 53.1% 56.9%

0.8%

経 常 収 支 差 額 比 率 6.9% 10.3% 14.9% 1.0%

教 育 研 究 経 費 比 率 30.7% 28.3% 27.9% 31.2%

経
　
　
営
　
　
状
　
　
況

教 育 活 動 支 出 依 存 率 147.4% 146.9% 152.4%

借 入 金 等 利 息 比 率 1.0% 1.0% 0.8%

補 助 金 比 率 11.4% 13.8% 12.8%

人 件 費 比 率 49.8% 50.7%

169.4%

人 件 費 依 存 率 83.4% 86.2% 88.1% 96.0%

-13.5% -17.1%

前 受 金 保 有 率 190.7% 241.3% 205.0% 212.8%

47.0%

固 定 長 期 適 合 率 92.2% 87.7% 92.0% 90.2%

171.8%

流 動 資 産 構 成 比 率 19.4% 23.4% 18.9% 20.5%

18.0%

純 資 産 構 成 比 率 68.0% 68.7% 72.2% 73.1%

財
　
　
務
　
　
状
　
　
況

負 債 率 22.5% 22.4% 19.2%

流 動 比 率 154.4% 184.4% 159.2%

前 受 金 構 成 比 率 52.4% 41.4% 48.8%

繰越収支差額構成比率 -15.6% -12.5%

区分 ２ ８ 年 度 ２ ９ 年 度 ３ ０ 年 度 Ｒ 元 年 度比　　　　率 算 式 （ × １ ０ ０ ）
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Ｄ－１　負債償還計画（法人全体）

区分 

申請年度計画 平成30年度計画 令和元年度計画 完成年度

 借入先 返済実績 返済実績 返済実績 返済実績

79,900千円 平成26年3月27日 20年 9,020千円 70,880千円 4,430千円 4,430千円 4,430千円 4,430千円 62,020千円
(877千円) (824千円) (771千円) (718千円) 専門学校新2号館建築資金

1.20% 4,430千円 4,430千円 4,430千円 0千円 担保：土地・建物
(877千円) (824千円) (771千円) (0千円)

100,000千円 平成24年3月30日 20.5年 25,783千円 74,217千円 28,731千円 3,090千円 0千円 亀田医療大学建設資金
(1,242千円) (787千円) 担保：定期預金

1.600% 28,731千円 50,000千円 平成30年3月26日一部償還
(1,245千円) (795千円) 平成31年3月29日一括償還

200,000千円 平成24年7月31日 17.5年 44,192千円 155,808千円 9,122千円 9,269千円 9,418千円 9,569千円 137,122千円
(2,603千円) (2,456千円) (2,307千円) (2,156千円) 学生会館建築資金

1.600% 9,122千円 9,269千円 9,418千円 0千円 担保：建物・建物附属設備
(2,603千円) (2,456千円) (2,307千円) (0千円)

110,000千円 平成25年3月29日 20年 16,175千円 93,825千円 5,061千円 5,138千円 5,215千円 5,294千円 83,472千円
(1,449千円) (1,372千円) (1,295千円) (1,216千円) 亀田医療大学学生寮建築

1.500% 5,061千円 5,138千円 5,215千円 0千円 担保：土地・建物
(1,449千円) (1,372千円) (1,295千円) (0千円)

290,000千円 平成25年10月31日 1年 38,948千円 251,052千円 13,191千円 13,403千円 13,619千円 13,839千円 224,030千円
(4,131千円) (3,919千円) (3,703千円) (3,483千円) 専門学校新2号館建築資金

1.600% 13,191千円 13,403千円 13,619千円 0千円 担保：建物・建物附属設備
(4,131千円) (3,919千円) (3,703千円) (0千円)

（　　） （　　） （　　） （　　）

（　　） （　　） （　　） （　　）

（　　） （　　） （　　） （　　）

（　　） （　　） （　　） （　　）
779,900千円 134,117千円 645,783千円 60,535千円 35,329千円 32,682千円 33,132千円 506,644千円

(10,301千円) (9,358千円) (8,075千円) (7,573千円)
60,535千円 82,240千円 32,682千円 0千円

(10,305千円) (9,366千円) (8,075千円) (0千円)
1,195,606千円 1,096,237千円 1,179,324千円 1,124,522千円

※平均

5.9% 8.4% 3.5% 0.0% 4.4%

（注）１．借入年度内に返済されるもの（短期）を除くすべての借入金、未払金（申請後に借入等を行ったものを含む）について記入してください。なお、形式上の返済
　　　　　期限が借入年度内であっても、実質的には証書、手形の書替え等により、長期にわたり継続する予定のものは必ず記入してください。この場合は、「返済期間」
　　　　　の欄には実質上の完済予定期間を記入し、「備考」の欄に形式上の決済期限（例：「３ヶ月手形」等）を記入してください。
　　　２．借入先別、借入年月日別に記入してください。
　　　３．「返済計画」及び「返済実績」欄の（　）内には、当該年度分の利息額を外数で記入してください。
　　　４．「現在残高」の欄には、短期に振り替えた額を含めて記入してください。
　　　５．「事業活動収入に対する負債償還額（元金＋利息）の割合」の欄は、小数点第１位（小数点第２位切捨て）まで記入してください。（ただし、未払金を除く。）
　　　６．調査対象が複数ある場合、「申請時までの償還額」及び「申請時現在の残高」欄には、開設年度の新しいものの申請時残高を記入してください。
　　　　　また、「借入金に対する返済計画及び実績」の欄は、すべての調査対象が完成年度に達する年度までとします。
　　　７．「※平均」は、各年度の負債償還率を合算し、調査期間の年数で割って算出してください。

○○建設
（未払金）

合　　計

事　業　活　動　収　入　（　予　定　）

事業活動収入に対する負債償還額
（元金＋利息）の割合

×１００
負債償還額（元金＋利息）

事業活動収入

当初借入
金　　額

日本私立学校
振興・共済
事業団

学校債

備　　　考
現在残高

借入金に対する返済計画及び実績申請時
現在の
残　高

申請時
までの
償還額

返済期間
及　　び
利　　率

借　入
年月日

千葉興業銀行
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Ｅ－１　設置校の入学定員・収容定員の充足状況

　（法人が設置する全ての設置校（高校以下も含めて）について記入）

設　　　置　　　校

研究科・学部・学科名
（開設年度）

入学定員 志願者数 合格者数 入学者数 入定充足率 収容定員 現　員 収定充足率 備　　考 入学定員 志願者数 合格者数 入学者数 入定充足率 収容定員 現　員 収定充足率 備　　考

亀田医療大学大学院

　看護学研究科

（平成31年度開設）

亀田医療大学

　看護学部 80 128 105 83 1.03 320 336 1.05 80 122 97 76 0.95 320 321 1.00

　　看護学科 (40) (34) (34) (34) (40) (33) (33) (33)

（平成24年度開設）

亀田医療技術専門学校

140 162 102 84 0.60 340 244 0.71 140 186 123 98 0.70 340 249 0.73

(43) (43) (43) (48) (48) (48)

（昭和42年度開設） [40] [5] [5] [5] [80] [9] [40] [7] [7] [0] [80] [5]

設　　　置　　　校

研究科・学部・学科名
（開設年度）

入学定員 志願者数 合格者数 入学者数 入定充足率 収容定員 現　員 収定充足率 備　　考 入学定員 志願者数 合格者数 入学者数 入定充足率 収容定員 現　員 収定充足率 備　　考

亀田医療大学大学院

　看護学研究科 10 13 13 13 1.30 10 13 1.30 10 10 10 10 1.00 20 22 1.10 1.15

（平成31年度開設）

亀田医療大学

　看護学部 80 148 116 82 1.02 320 309 0.96 80 136 117 81 1.01 320 312 0.97 1.01

　　看護学科 (40) (43) (41) (41) (40) (36) (36) (36)

（平成24年度開設）

亀田医療技術専門学校

140 204 120 93 0.66 340 236 0.69 160 209 138 110 0.68 380 271 0.71 0.67

(61) (57) (56) (59) (57) (57)

（昭和42年度開設） [40] [0] [80] [4] [40] [6] [80] [6]

（注）１．調査年度までの過去４年間の状況について記入してください。ただし、大学院や短大等、修業年限期間が４年間ではない場合は、修業年限期間分を記載してください。（例えば、６年制

　　　３．通信教育課程については、当該設置校欄に（通信教育課程）と記入してください。

　　　４．推薦入学がある場合には、（　）を設け内数で記入してください。

　　　５．留学生がいる場合には、〔　〕を設け内数で記入してください。
　　　６．入定充足率、収定充足率は、小数点第２位（小数点第３位切捨て）まで記入してください。（百分率（％）ではなく、小数で記入してください。）
　　　７．平均入学定員充足率は、各年度の入定充足率を合算し、調査期間の年数で割って算出してください。（小数点第２位（小数点第３位切捨て）まで）
　　　８．学生募集停止をしている学科等がある場合は、該当する学科等の備考欄に「平成○○年度学生募集停止、令和○○年度廃止予定」等と記載してください。
　　　９．現員が０名の学科等については、備考欄に廃止予定時期（廃止予定がない場合はその理由）を記載してください。なお、既に廃止の認可を受けている学科等は記載する必要はありません。
　　　10．その他、学部・学科等の名称変更等があった場合は、備考欄にその旨を記載してください。
　　　11．「入学者数」には、各年度の５月１日現在に在籍していた者の数を記入してください。したがって、一度入学手続きをしても５月１日までに、退学、除籍した者については除いて
　　　　　ください。
　　　12．設置校大学（短大含む）において学部（短大は学科）ごとの平均入学定員充足率が０．７倍未満の学部（短大は学科）がある場合は、「Ｅ－１（別紙）」の様式により
　　　　　学生確保の取組状況について記入し、Ｅ－１の次に添付してください。

（令和２年５月１日現在）

　　　２．大学、短大については学科単位、大学院については研究科単位で記入してください。大学、大学院、短大以外の学校種については学校単位で記入してください。

平均入学定員充足率

令和元年度

平成２９年度 平成３０年度

令和２年度

　　　　学部の場合は過去６年間）

看護学科・助産学科・日
本語学科・介護福祉学

科

看護学科・助産学科・日
本語学科・介護福祉学

科
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Ｆ－１　役員等の氏名等

①　役　　員

理事 定数 8-9 人 理事選任条項（寄附行為の選任条項を記入すること。） 令和元年度中の

〔任期 4 年 （理事の選任） 理事会開催回数

実数 人 第6条理事は、次の各号に掲げる者とする。 号 人 人

人 (1) 亀田医療大学長 1 1 回

人 (2) 亀田医療技術専門学校長 1 1

人 (3) 評議員のうちから評議員会において選任した者　4人以上5人以内 5

監事 定数 2 人 任期 4 年 (4) 学識経験者のうちから理事会において選任した者　2人 2 2 回

実数 人

人 回

人

人 ・

の別

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

(※１)役員報酬が無報酬であり、かつ平成31年1月1日～令和元年12月31日までの間に当該法人の教職員であった場合は、備考欄に当時の職名等を記入してください。

(※２)「理事会への実出席回数」欄は、「令和元年度中の理事会開催回数」のうち、書面による出席を除いた実出席の回数を記入してください。

3

0

は号

H27.4.1 6-1-3
評議員

（評議員会選任）

大阪府立
大手前高等学校

東京大学大学院
人文科学研究科

0

0 0

評議員
（評議員会選任）

6-1-4

12056

項又

6-1-4

学長

H25.4.15

H26.8.12

( H29.4. 1  )

H28.4.14

H21.4.1

理事 惠 美 須
エ ミ ス

文 枝
フ ミ エ

女
常 勤

亀田医療大学副学長
亀田医療大学教授

（宗）満蔵寺寺院住職理事 森 田
モ リ タ

英 仁
ヒ デ ヒ ト 非 常 勤

53

74

(令和２年７月１日現在）

 定例 5

 臨時 0

  計 5

東京都葛飾区

備　　　考

岩手医科大学医
学部

新潟大学
医学部

栃木県
芳賀高等学校

順天堂大学
大学院医学部
胸部外科教室

岐阜県立
高山高等学校

0 0

4～5

理事長就任
H21年4月1日
亀田隆明の弟

亀田省吾の兄

5
( H29.4. 1  )

聖路加看護大学
大学院

看護学研究科
13200 0

理事長就任日
（重任の場合、当初就任日）

重任して就任した場合
直近の理事長就任日

代表権登記日
（重任の場合は直近）

重任の場合、法務局に確認の上で重任の登記が不要
だった場合は、下記に「重任時の登記は不要」と記載

平成21年4月1日 平成21年4月6日

H27.4.1

常 勤

非常勤

うち
外部理事

職

年齢

0

フ　　リ

0

性別

男

範 囲

氏

常 勤
男

住 所 最終学歴

報酬年額

全報酬額
（※1）うち

役員報酬額

0 0

69

選 任 条 項 別 定 数 実 数

4

2

選 任 区 分 等 外部役
員

該当の
有無

・

6-1-3

評議員
（評議員会選任）

選任区分

学識経験者
（理事会選任）

・

・

就　　　　　任

（登記年月日）

就任年月日 届出年月日

（重任年月日）

(    H21.4.6  )

H25.4.15

H26.8.20

H21.5.12

H21.4.1

H25.4.15

非 常 勤

区分 定数 実数

理事 橋 本
ハシモト

裕 二
ユ ウ ジ

理事 亀 田
カ メ ダ

省 吾
ショウゴ

職 名 又 は

（寄附行為において、兼任等により理事定数を減じる旨の規定がある場合は、以下に当該条項を記入すること。）

63

現

計

0 0

12056

4

2

区 別

理事長
法人の全て

の業務

担 当 職 務

男
（医）鉄蕉会理事長

（株）日本経営ホールディング
ス名誉会長

（株）オービック取締役相談役

85

理 事 ・

監 事 の

理事 野 田
ノ　ダ　　　ミヅキ

み づ き 非 常 勤
女

ガ　　ナ

理事

理事 小 池
コ イ ケ

由 久
ヨシヒサ

非 常 勤

常 勤 ・

非 常 勤

理事 亀 田
カ メ ダ

隆 明
タカアキ

9

2

0

男 H19.2.20

( H29.4. 1  )

H23.10.1

( H29.4. 1  )

千葉県千葉市中央
区

千葉県鴨川市

東京都小金井市

千葉県鴨川市江 羅 茂
エラ　シゲル

亀田医療大学学長
亀田医療大学教授
（医）鉄蕉会亀田総合病院循
環器内科顧問

法人本部総務統括部長
亀田医療大学事務局長

非 常 勤
男

66

常 勤
男

66

67

（医）鉄蕉会理事
（医）鉄蕉会亀田クリニック院長

亀田医療技術専門学校校長

千葉県鴨川市

（1,2号理事を除く）〕

常 勤

非常勤 1

うち
外部監事

6-1-3

( H29.4. 1  )

計

東京都大田区

名

代 表 権 の

大阪府豊中市

副理事長
(教育・研究)

副理事長
(管理運営)

4

5

H22.4.1

( H29.4. 1  )
H25.4.15

2

6-1-3

( )

H28.4.1

(  R2.4.1  )

6-1-2

6-1-1 

〇

学識経験者
（理事会選任）

（※2）
理事会へ
の実出席

回数

5

5

5

5

評議員
（評議員会選任）

4

3

3

〇

〇

学校長

〇
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の別

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

(※)「理事会への実出席回数」欄は、「令和元年度中の理事会開催回数」のうち、書面による出席を除いた実出席の回数を記入してください。

①－２　役員に対する退職金等支給状況（令和元年度）

の別

千円 千円

千円 千円

※役員としての退職金等が支給されている場合は、当該退職金等の支給の基礎となっている期間について「退職金等の支給の基礎となっている期間」欄の下段に（　）書きで記入してください。

選 任 区 分 等

選任区分
現

（登記年月日）

就任年月日 項又

は号

外部役員
該当の有

無
届出年月日

報酬年額

全報酬額

（　　　　） （　　　　）

（　　　　） （　　　　）

理 事 ・ フ　　リ ガ　　ナ 常 勤 ・

退 職 金 等
（うち役員と
しての退職

金等）

退職金等の支給の
基礎となっている期間 備　　　考

区 別 始期年月日 終期年月日

監 事 の 氏 名 非 常 勤

5

( )

( )

( )

( )

非 常 勤
男

78

0

0

代 表 権 の

区 別

理 事 ・

監事の

職 名 又 は

理事 財務

監事

担 当 職 務 範 囲

氏 名

フ　　リ ガ　　ナ

非 常 勤

監事 五 十 嵐
イ ガ ラ シ

達
トオル

常 勤

男

68

堀
ホリ

強
ツヨシ

田 中
タ ナ カ

治 樹
ハ ル キ

男

70

〇

5

5

年齢

性別 常 勤 ・

非常勤 職 住 うち
役員報酬額

就　　　　　任

備　　　考

（重任年月日）

（※）
理事会へ
の実出席

回数

所 最終学歴

学校法人鉄蕉館理事長特命
補佐
学校法人鉄蕉館財務統括部
長

0
中央大学
法学部

放送大学大学院
文化科学研究科
文化科学専攻

明治大学
政治経済学部

埼玉県川口市

9391 0

0東京都千代田区

千葉県鴨川市

（財）日本国際教育支援協会
理事
（医）鉄蕉会監事

淡青社公認会計士
共同公認会計士事務所
（医）鉄蕉会理事

〇

H26.8.12

(  H29.4.１ )

H22.4.1

H23.10.1

(  H29.4.１ )

(  H29.4.１ )

H25.4.15

( )

評議員
（評議員会選任）H26.8.20

H25.4.15

6-1-3

( )

( )

( )
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②　評　議　員 (令和２年7月1日現在）

定数 人 実数 19 人 任期 4 年 評議員選任条項（寄附行為の選任条項を記入すること。） 令和元年度中の

（ 号評議員を除く） 評議員会開催回数

寄附行為で評議員会の「議決」を要するとしている事項 号 人 人

ア． 予算 カ． 合併 回

イ． 借入金 キ． 解散

ウ． 重要な資産の処分 ク． 収益事業 回

エ． 事業計画 ケ． その他

オ． 寄附行為の変更 （具体的に記入）

回

ただし、寄附行為で諮問事項としているものは除く。） ・

※　評議員会開催回数のカウントにおいて、同一日に複数回開催した場合は「1回」でカウントしてください。

（※1）「評議員会への実出席回数」欄は、「令和元年度中の評議員会開催回数」のうち、書面による出席を除いた実出席の回数を記入してください。　

17～20

4

4

兼理事
理事長
亀田隆明評議員
の弟

兼理事
副理事長

兼理事
副理事長
評議員選任理事

兼理事
評議員選任理事

兼理事
評議員選任理事

4

24-1-1

24-1-1

24-1-1
理事会推薦者
（評議会選任）

4

4

4

・

53

亀田医療技術専門
学校助産学科

卒業者
（理事会選任）

24-1-1

24-1-1

24-1-2H22.4.1

亀田医療技術専門学校事務長

H29.4.1

男

61

H26.8.12

女

聖路加看護大学
大学院
看護学研究科

千葉県夷隅郡御宿町

理事会推薦者
（評議会選任）千葉県鴨川市

24-1-1

理事会推薦者
（評議会選任）

H29.4.1

H26.8.12 H29.4.1

H30.4.1

理事会推薦者
（評議会選任）

亀田医療大学学長
亀田医療大学教授
（医）鉄蕉会亀田総合病院循環器内科顧
問

法人本部総務統括部長
亀田医療大学事務局長 H29.4.1H26.5.19

選任区分

・

（寄附行為において、兼任等により評議員定数を減じる旨の規定がある場合
は、以下に当該条項を記入すること。）

現　　　　　職 住　　　　所 最終学歴

理事会推薦者
（評議会選任）R2.4.1

(1) この法人の職員で理事会において推薦された者のうちから、
　　評議員会において選任した者 6人
(2) この法人の設置する学校を卒業した者で、年齢25歳以上の
　　者のうちから、理事会において選任した者 5人
(3) 学識経験者のうちから、理事会において選任した者
　　6人以上9人以内

議 決 事 項

フ　　リ　　ガ　　ナ 性別

亀田
カメダ

　省吾
ショウゴ

男

66

男
岩手医科大学医
学部

新潟大学
医学部

栃木県立芳賀高
等学校

千葉県鴨川市

千葉県鴨川市

氏　　　名 年齢

63

〇

該当 議 決 事 項 該当

（医）鉄蕉会理事
（医）鉄蕉会亀田クリニック院長
亀田医療技術専門学校校長

選 任 条 項 別 定 数 実 数

定数 実数

1 6 6

区分

8

5 定例 45

3 6～9

臨時 0

（評議員の選任）
第24条評議員は、次の各号に掲げる者とする。

（※1）
評議員会への
実出席回数

備　　考

計

・

4

4

就　　　　　任 選 任 区 分 等

2

就任年月日 重任年月日 項又は号

丸山
マルヤマ

　祝子
ノリコ （医）鉄蕉会亀田総合病院看護部管理部

長

理事会推薦者
（評議会選任）H21.4.1 H29.4.1

男

大東文化大学法
学部

70
堀
ホリ

　強
ツヨシ

男

69
東京都小金井市

松下
マツシタ

　泰久
ヤスヒサ

女

74
惠美須
エミス

　文枝
フミエ

江羅
エラ

　茂
シゲル

橋本
ハシモト

　裕二
ユウジ

亀田医療大学副学長
亀田医療大学教授

千葉県鴨川市

東京都葛飾区

H27.6.1

放送大学大学院
文化科学研究科
文化科学専攻

学校法人鉄蕉館理事長特命補佐
学校法人鉄蕉館財務統括部長

 29



（※1）「評議員会への実出席回数」欄は、「令和元年度中の評議員会開催回数」のうち、書面による出席を除いた実出席の回数を記入してください。　

4

4

4

4

3

兼理事
評議員選任理事
亀田省吾評議員
の兄

兼理事
評議員選任理事

（※1）
評議員会への
実出席回数

備　　考

2

4

1

3

3

4

4

男

H28.4.1 H29.4.1

H29.4.1

H21.4.1

亀田医療大学教授

森田
モ リ タ

　英仁
ヒデヒト

（宗）満蔵寺寺院住職 千葉県千葉市中央区
男

53
H21.4.1 H29.4.1

能勢
ノ セ

　賢一
ケンイチ

宮本
ミヤモト

　眞
マサ

巳
ミ

村永
ムラナガ

　信吾
シ ン ゴ

（福）太陽会理事
（福）太陽会たいよう施設長神定

カンジョウ

　浩明
ヒロアキ

（医）鉄蕉会理事長

亀田総合病院腎臓高血圧内科部長

55

小原
オ ハ ラ

　まみ子
マ ミ コ

足立
ア ダ チ

　智孝
トシタカ

24-1-3

学識経験者
（理事会選任）

58

男

67

男 学識経験者
（理事会選任）

24-1-3

24-1-3

学識経験者
（理事会選任）

学識経験者
（理事会選任）

（医）鉄蕉会リハビリテーション事業部管
理部部長 千葉県鴨川市 筑波大学修士課程

亀田医療大学教授

千葉県鴨川市

千葉県鴨川市

24-1-3

（株）グランドアクセス代表取締役社長

60

71

男

73

男

項又は号

千葉県鴨川市

H26.8.12 H29.4.1
学識経験者

（理事会選任）24-1-3

東京大学大学院
人文科学研究科

千葉県千葉市若葉区 日本大学理工学部 H1.3.31 H29.4.1
学識経験者

（理事会選任）

東京都目黒区
東京大学大学院
医学系研究科 H28.4.1 H29.4.1

学識経験者
（理事会選任）

24-1-3

24-1-3

順天堂大学大学院
胸部外科教室

武蔵野大学
人間関係学部

天使大学大学院
助産研究科

日本大学大学院
理工学研究科
博士後期課程
医療•福祉工学専攻

千葉県夷隅郡御宿町 国士舘大学政経学部

重任年月日就任年月日 選任区分

H25.4.1 H29.4.1

H22.4.1 H29.4.1

H26.8.12 H29.4.1

住　　　　所
選 任 区 分 等

卒業者
（理事会選任）H25.4.1 H29.4.1 24-1-2

最終学歴
就　　　　　任

H29.4.1

H30.3.9
ドゥルー大学大学院
医療人文学

金沢大学医学部

亀田
カ メ ダ

　隆明
タカアキ

名

千葉県鴨川市

千葉県鴨川市

千葉県鴨川市

千葉県鴨川市

亀田医療技術専門学校教育主任

渡邊
ワタナベ

　八重子
ヤ エ コ

女

安田
ヤスダ

　友惠
トモエ

吉田
ヨ シ ダ

　広美
ヒ ロ ミ

男

52

フ　　リ　　ガ　　ナ

亀田医療大学准教授

現　　　　　職

亀田医療技術専門学校副学校長

性別

53

女

58

男

59

（医）鉄蕉会亀田総合病院看護管理部
副部長

氏

鴇田
ト キ タ

　猛
タケシ

年齢

女

53

女

安房看護専門学校

24-1-2

24-1-2

卒業者
（理事会選任）

卒業者
（理事会選任）

卒業者
（理事会選任）

学識経験者
（理事会選任）

24-1-2

24-1-3
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③　理事、監事、評議員に欠員（各選任区分における欠員を含む。）のある場合は、その理由及び補充の目途を記入してください。

④　法人運営について日常的に協議等を行う常務理事会等がある場合は、その名称、設置根拠及び開催状況（原則週１回、月２回等）等を記入してください。

名 称

（注）　設置の根拠欄には、規程等の名称・条項等を記入する。

⑤　理事会と教学組織との意思疎通を図るため、合同会議等を設置している場合は、その名称、設置根拠、構成員、開催状況（原則週１回、月２回等）等を記入してください。

名 称

（注）　設置の根拠欄には、規程等の名称・条項等を記入する。

なし。

区　　　分 補　　　充　　　の　　　目　　　途理　　　　　　　　　　　　　　由

理　　　事

監　　　事

欠員なし

欠員なし

開 催 状 況 等

評　議　員

構 成 員

設 置 の 根 拠 構 成 員

開 催 状 況 等設 置 の 根 拠

欠員なし

学校法人鉄蕉館経営会議 学校法人鉄蕉館　経営会議要項 ①理事長
②副理事長
③亀田医療大学長
④亀田医療技術専門学校長
⑤亀田医療大学事務局長
⑥総務統括部長
⑦財務統括部長
⑧亀田医療技術専門学校事務長
⑨その他理事長が必要と認めた者

月1回開催が原則。
昨年度は主に理事会・評議員会に先立ち開
催。
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⑥　監事の監査を支援するための事務体制や内部監査組織の状況について記入してください。また、監査の充実を図るための取組及び理事長等から監事に対して報告している事項や、
　監事から指摘を受けて改善等に取り組んでいる事項等があれば記入してください。

組織等の有無

有　・　無

令和元年度に実施した主な業務・活動内容組織等の名称

（３）監事から指摘を受けて改善等に取り組ん
でいる事項等について

・経営基盤の安定確保を図ること
　既往平成28～令和2年度対象中期計画をもとに、令和元年度収支補正予算並びに令和2年度事業計画及び令和2年度収支予算に反映した。
　なお、中期財務計画に関し、令和元年度私立大学等経常費補助金は、私立大学等改革総合支援事業（タイプ①）の継続獲得に加えて、一般補助・特別補助
の拡大により1億円を超える補助金を獲得した。
・会計監査の体制整備と厳正な実施
　一定要件該当調達は複数社からの見積もりによっているが補助金等の公的資金によっては一般競争入札を原則とされていることから、一般競争入札の実
施に必要な内規整備や励行に取り組んでいく。
・小規模単科大学に相応しい効率的業務運営の慫慂
　新電力との電気契約や節電等による経費節減、人件費抑制、効率的会議開催等に努めている。
・基本金組入前当年度収支差額が厳しい状況を認識、バランスの良い運営
　経費節減に加え、多様な関係者からの寄付金確保を通じて、基本金組入前当年度収支差額の改善に努めている。

有　・　無

監事監査支援の事務体制

内部監査組織

法人本部総務統括部
法人本部財務統括部

内部監査室

【ⅰ情報提供】
 　学校法人の業務については、事業計画や予算編成並びに事業報告及び決算等の学校法人の業務に係る重要事項に関して、理事会及び評議員会を通じ、
更にこれに先立って開催される経営会議を通じて情報提供するとともに意見を頂いている。なお理事会・評議員会付議内容は、開催に先立って事前に監事へ
審議事項を書面送付により情報提供するとともに、資料の詳細についてはインターネット上で閲覧できるようにしている。
　財務に関しては、前記に加えて、監事監査を通じ、或いは独立監査人及び内部監査室（長）との三様監査、更には理事者等を加えた打合せの場において情
報提供している。加えて、予算及び決算については、専門的な財務の知見を要することから、理事会・評議員会開催に先立って事前説明を行っている。

【ⅱ情報共有】
 　三様監査として、監事・独立監査人及び内部監査室長が意見交換する場を年に2回程度設け、それぞれの監査計画や監査における留意事項等について情
報共有している。これにより重畳的な監査を回避、被監査部門の負荷の軽減を図っている。
　三様監査の機会には、必要に応じ理事者等の学校法人幹部が陪席し、問題意識の共有を図っている。
　所管官庁からの通達等のうち、監事監査業務に有用と認められるものは内部監査室を通じて監事に回付している。
　内部監査計画については、監査室長名で監事に通知、情報共有を行っている。内部監査結果については、平成29年4月以降監査室長名で監事に通知、情
報共有を行っている。
　特に、期末決算に係る三様監査に際しては、理事長から独立監査人に「理事者確認書」を手交する一方、独立監査人から理事長に「独立監査人の報告書」
を手交するとともに、監査結果報告書等の説明を受けている。さらに、監事からは「監事監査報告書」等について、内部監査室長からは「内部監査報告」等に
ついて説明し意見交換している。

【ⅲサポート体制】
・内部監査室が監事業務のサポートをすることとされている。内部監査室は室長が非常勤、室員が常勤職員である。ただし、室員は内部監査業務を兼務とし
て担当している。

【理事長等から監事に対して報告している事項】
・年間スケジュール
・幹部教職員採用方針（処遇を含む）
・中期計画策定等重要事項

・経営会議、評議員会及び理事会開催通知
・監事への情報提供（内部監査実施通知、公的研究費管理監査ガイド
ラインに係る自己評価チェックリスト作成状況、監事研修会実施通知、
監事監査対象事項の証憑類収集・提出、決算内容説明）

（１）監事の監査を支援するための事務体制や
内部監査組織について

区分

・経営会議、評議員会及び理事会出席
・内部監査（書面調査・ヒアリング）
　（施設及び固定資産の管理状況に関する事項、現金・金券類の保管
管理に関する事項及び諸経費支払手続に関する事項、科研費管理・
使用に関する事項、2018年度指摘事項フォローアップ）

（２）具体的な監査計画の策定等、監査の充実
を図るための取組や、理事長等から監事に対
して報告している事項等について
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Ｆ－２　管理運営の状況

①-１　理事会の開催状況

人 人 人 人

◯ 令和元年度中に一度も出席していない理事氏名（この場合の出席とは、書面出席等ではなく実出席で考える。）を右記に記載。

※当該理事が調査時点で退任している場合はその旨（）で記載。（記載例：（R2.3.31退任））

◯ 書面での意思表示をもって出席者とみなす場合、右記に寄附行為該当条項を記載。（該当なしの場合は右記に「－」を記載。） 第17条10項

◯ 学校法人で使用している「書面での意思表示」の雛型又は直近で使用した書面を１枚、当ページの後ろに添付すること。

（注）１．記入範囲は、令和元年度予算の議決から始まり、令和元年度決算の議決及び監事の監査報告までの理事会としてください。

　　　２．同一日に複数回開催した場合は、それぞれの開催回ごとに記入してください。

　　　３．「令和元年度理事会実出席率」欄には、それぞれ令和元年度中（平成31年４月１日～令和２年３月３１日）の実出席率（「令和元年度中に開催された理事会

     　の出席者数(b)欄の合計」÷「令和元年度中に開催された理事会の現員(a)欄の合計」）を小数点以下第２位まで記入してください。

　　　　（小数点以下第３位を四捨五入）

（議決事項）…第1号議案：亀田医療大学大学院高度実践看護師教育課程の申請、第2号議案：令和元年度第1次収支補正予
算、第3号議案：令和2年度事業計画、第4号議案：令和2年度収支予算、第5号議案：中期計画（財務）の改定、第6号議案：役員
報酬規程、第7号議案：令和2年度健康管理業務委託契約、第8号議案：その他

（報告事項）…第1号議案：寄附行為（変更）認可申請について、第2号議案：4月1日付け人事について、第3号議案：保健師学校
の指定及び教育課程変更承認について、第4号議案：令和2年度入試状況について、第5号議案：令和元年度学位記授与式、卒
業式及び令和2年度入学式について、第6号議案：補助金の内定状況について、第7号議案：海外研修について、第8号議案：令
和2年度学校法人鉄蕉館スケジュールについて、第9号議案：その他

（議決事項）…第1号議案：令和元年度事業報告、第2号議案：令和元年度決算、第3号議案：令和3年度入試、第4号議案：その他

（報告事項）…第1号議案：私立学校法改正に伴う寄附行為変更の承認、第2号議案：介護福祉学科の設置認可及びそれに伴う
寄附行為変更の承認、第3号議案：令和元年度国家試験結果、第4号議案：令和2年度入試結果、第5号議案：新型コロナウイル
ス緊急事態宣言に対する学生対応、第6号議案：遠隔授業環境整備補助事業、第7号議案：授業料減免、第8号議案：令和元年
度内部監査活動報告、第9号議案：令和2年度内部監査計画、第10号議案：その他

（議決事項）…第1号議案：平成30年度第2次収支補正予算、第2号議案：平成31年度事業計画、第3号議案：平成31年度収支予
算、第4号議案：大学院看護学研究科長の選考、第5号議案：規程制定・改正（法改正に伴う規程制定・改正）（大学院設置に伴う
規程改正）（現状の運用に即した内容への規程改正）、第6号議案：亀田医療技術専門学校看護師養成所・助産師養成所の校舎
の各室の用途及び面積の変更承認申請、第7号議案：亀田医療技術専門学校介護福祉学科設置認可申請、第8号議案：亀田医
療技術専門学校介護福祉学科設置における寄附行為変更、第9号議案：亀田医療技術専門学校学納金の変更、第10号議案：亀
田医療技術専門学校助産師養成所の実習施設の変更承認申請書、第11号議案：平成32年度入試、第12号議案：その他
（報告事項）…第1号議案：人事異動の件、第2号議案：亀田医療大学期間別認証評価の件、第3号議案：補助金の内定状況の
件、第4号議案：平成31年度入試状況の件、第5号議案：平成30年度学位記授与式・卒業式の件、第6号議案：平成31年度入学式
の件、第7号議案： 平成31年度看護職員研修事業「実習指導者講習会」の対応の件、第8号議案：平成31年度学校法人鉄蕉館ス
ケジュールの件、第9号議案：その他

（議決事項）…第1号議案：平成30年度事業報告、第2号議案：平成30年度決算、第3号議案：元号変更に伴う規程の変更、第4号
議案：その他

（報告事項）…なし

（議決事項）…第1号議案：介護福祉学科設置に伴う寄附行為変更、第2号議案：専門学校学生アパートの整備（一括借り上げ）、
第3号議案：令和2年度入学者選抜、第4号議案：その他
（報告事項）…第1号議案：平成30年度 国家試験結果、第2号議案：平成31年度入学者等の状況、第3号議案：2019年度オープン
キャンパス計画、第4号議案：保健師養成課程の申請、カリキュラム改正の申請、第5号議案：2019年度監事監査計画、第6号議
案：平成30年度内部監査活動報告、第7号議案：2019年度内部監査計画、第8号議案：さくらサイエンスプラン、第9号議案：屋内
運動場・武道場の吊り天井の改修進捗、第10号議案：千葉県留学生受入れプログラムへの対応等、第11号議案：2019年度学校
法人鉄蕉館スケジュール、第12号議案：その他

（議決事項）…第1号議案：学長の選任、第2号議案：副学長の選任、第3号議案：保健師教育課程の設置申請について、第4号議
案：教育課程変更承認申請、第5号議案：スクールバスの運行、第6号議案：介護福祉学科開設準備室の設置、第7号議案：房総
メディカルアライアンスへの参加、第8号議案：規程の制定、第9号議案：その他

（報告事項）…第1号議案：平成30年度私立大学等経常費補助金に係る額の確定、第2号議案：令和元年度私立学校施設整備費
補助金交付の内定、第3号議案：令和元年度私立学校等改革総合支援事業（タイプ1及びタイプ3）補助金、第4号議案：学校教育
法及び私立学校法の一部改正、第5号議案：高等教育の修学支援新制度、第6号議案：入試の結果（AO入試・大学院一般入試一
次募集）、第7号議案：外国人介護福祉人材育成に関する取組状況、第8号議案：山西医科大学からの留学生受入、第9号議案：
台風15号の被害状況、第10号議案：その他

（議決事項）…第1号議案：高等教育の修学支援新制度に伴う規程の改正について、第2号議案：学校法人鉄蕉館災害被災者授
業料等減免規程（仮称）の制定について、第3号議案：亀田医療大学教員選考委員会規則及び亀田医療大学教員選考規程の改
正について、第4号議案：寄附行為変更について、第5号議案：私立学校法改正に伴う規程の制定・改正について、第6号議案：大
学における次年度以降の入試制度について、第7号議案：インターネット出願について、第8号議案：日本私立大学協会への加入
及び同協会加入に伴う評議員の選出について、第9号議案：中期財務計画の見直しについて、第10号議案：その他

（報告事項）…第1号議案：推薦入試の結果について、第2号議案：海外研修について、第3号議案：令和元年度第2四半期末予算
執行状況について、第4号議案：令和元年度私立大学等経常費補助金の状況について、第5号議案：令和元年度私立学校施設
整備費補助金の追加募集について、第6号議案：山西医科大学との協定書について、第7号議案：外国人介護福祉人材受入育成
状況について、第8号議案：その他
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①-２　評議員会の開催状況

人 人 人 人

◯ 令和元年度中に一度も出席していない評議員氏名（この場合の出席とは、書面出席等ではなく実出席で考える。）を右記に記載。

※当該評議員が調査時点で退任している場合はその旨（）で記載。（記載例：（R2.3.31退任））

◯ 書面での意思表示をもって出席者とみなす場合、右記に寄附行為該当条項を記載。（該当なしの場合は右記に「－」を記載。） 第20条9項

◯ 学校法人で使用している「書面での意思表示」の雛型又は直近で使用した書面を１枚、当ページの後ろに添付すること。

（注）１．記入範囲は、令和元年度予算の議決から始まり、令和元年度決算の議決及び監事の監査報告までの評議員会としてください。

　　　２．同一日に複数回開催した場合は、それぞれの開催回ごとに記入してください。

　　　３．「令和元年度評議員会実出席率」欄には、それぞれ令和元年度中（平成31年４月１日～令和元年３月３１日）の実出席率（「令和元年度中に開催された評議員会の

      　出席者数(b)欄の合計」÷「令和元年度中に開催された評議員会の現員(a)欄の合計」）を小数点以下第２位まで記入してください。

　　　　（小数点以下第３位を四捨五入）

（諮問事項）その他

（報告事項）令和元年度事業報告、令和元年度決算、私立学校法改正に伴う寄附行為変更の承認、介護福祉学科の設置認可及び
それに伴う寄附行為変更の承認、令和元年度国家試験結果、令和2年度入試結果、令和3年度入試、新型コロナウイルス緊急事態
宣言に対する学生対応、遠隔授業環境整備補助事業、授業料減免、令和元年度内部監査活動報告、令和2年度内部監査計画、そ
の他

（諮問事項）平成30年度第2次収支補正予算、平成31年度事業計画、平成31年度収支予算、亀田医療技術専門学校看護師養成所・
助産師養成所の校舎の各室の用途及び面積の変更承認申請、亀田医療技術専門学校介護福祉学科設置認可申請、亀田医療技術
専門学校介護福祉学科設置における寄附行為変更、亀田医療技術専門学校学納金の変更、亀田医療技術専門学校助産師養成所
の実習施設の変更承認申請書、平成32年度入試について、その他
　
（報告事項）人事異動、亀田医療大学期間別認証評価、補助金の内定状況ついて、平成31年度入試状況、平成30年度学位記授与
式・卒業式、平成31年度入学式、平成31年度看護職員研修事業「実習指導者講習会」の対応、平成31年度学校法人鉄蕉館スケ
ジュール、その他

（諮問事項）平成30年度事業報告、平成30年度決算、介護福祉学科設置に伴う寄附行為変更、専門学校学生アパートの整備（一括
借り上げ）、令和2年度入学者選抜、その他

（報告事項）平成30年度 国家試験結果、平成31年度入学者等の状況、2019年度オープンキャンパス計画、保健師養成課程の申請・
カリキュラム改正の申請、2019年度監事監査計画、平成30年度内部監査活動報告、2019年度内部監査計画、さくらサイエンスプラ
ン、屋内運動場・武道場の吊り天井の改修進捗、千葉県留学生受入れプログラムへの対応等、2019年度学校法人鉄蕉館スケジュー
ル、その他

（諮問事項）保健師教育課程の設置申請、教育課程変更承認申請、介護福祉学科開設準備室の設置、房総メディカルアライアンス
への参加、その他

（報告事項）平成30年度私立大学等経常費補助金に係る額の確定、令和元年度私立学校施設整備費補助金交付の内定、令和元年
度私立学校等改革総合支援事業（タイプ1及びタイプ3）補助金、学校教育法及び私立学校法の一部改正、高等教育の修学支援新制
度について、入試の結果について（AO入試・大学院一般入試一次募集）、外国人介護福祉人材育成に関する取組状況、山西医科大
学からの留学生受入、台風15号の被害状況、その他

（諮問事項）高等教育の修学支援新制度に伴う規程の改正、学校法人鉄蕉館災害被災者授業料等減免規程（仮称）の制定、寄附行
為変更、私立学校法改正に伴う規程の制定、中期財務計画の見直し、その他

（報告事項）推薦入試の結果、海外研修、令和元年度第2四半期末予算執行状況、令和元年度私立大学等経常費補助金の状況、令
和元年度私立学校施設整備費補助金の追加募集、山西医科大学との協定書、外国人介護福祉人材受入育成状況、その他

（諮問事項）亀田医療大学大学院高度実践看護師教育課程の申請、令和元年度第1次収支補正予算、令和2年度事業計画、令和2
年度収支予算、中期計画（財務）の改定、役員報酬規程、その他

（報告事項）寄附行為（変更）認可申請、学長の選任、副学長の選任、4月1日付け人事、保健師学校の指定及び教育課程変更承認、
令和2年度入試状況、令和元年度学位記授与式、卒業式及び令和2年度入学式、補助金の内定状況、海外研修、令和2年度学校法
人鉄蕉館スケジュール、その他
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開 催 日 現 在の 状況
開 催 年 月 日

出席者数等

評
　
　
議
　
　
員
　
　
会 18 0.95

令和 2年 3月 9日

令和元年12月16日
19

19 14 0.74

令和元年 5月20日

令和元年10月 7日 2/2

19 18 0.95

19 16 0.84

2/2

2/2

2/2

／

令和元年度評議員会実出席率 0.89
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②　当初予算及び決算についての理事会等における審議状況及び財務書類等の備付け等の状況

 （１）　当初予算及び決算についての理事会、評議員会における審議及び報告の状況 （２）　資産総額の変更登記及び財務書類等の備付けの状況

令和元年度資産総額の変更登記 令和 2 年 5 月 29 日

ア． 平成３１（令和元）年度当初予算 令和元年度財務書類等の備付時期 令和 2 年 5 月 28 日

令和元年度財務書類等の備付場所 亀田医療大学　1階事務室

イ． 平成３０年度決算

ウ． 令和２年度当初予算
備
付
け

閲
覧

備
付
け

閲
覧

備
付
け

閲
覧

エ．令和２年度補正予算 ○ ○ ○ ○ ○ ○

オ． 令和元年度決算 ○ ○ ○ ○ ○ ○

カ． ○ ○ ○ ○ ○ ○

キ. 事業に関する中期的な計画

ク. 事業に関する中期的な計画の変更

(※)予算審議に係る理事会を同日に複数回開催している場合（又は理事会を中断した場合）は、最後に開催した時刻（又は再開した時刻）を（　）に記入してください。

上記の各事項について、所定の期日（当初予算：毎会計年度開始前、決算：毎会計年度終了後２月以内（私立学校法第４６条及び第４９条））までに審議していない場合及び

　寄附行為に定める所定の手続きを行わなかった場合は、その理由を簡潔に記入してください。

③　令和元年度当初予算又は補正予算に計上されていない、期中における借入金、重要な資産の処分の有無

　（１）　借入金（当該会計年度内の収入をもって償還する一時の借入金を除く）の有無

理事会審議年月日 年 月 日 （ ）

評議員会審議年月日 年 月 日

　（２）　重要な資産の処分の有無

理事会審議年月日 年 月 日 （ ）

評議員会審議年月日 年 月 日

（注）　有、無のいずれかに○印を付してください。

借入金（当該会計年度内の収入をもって償還する一時の借入金を除く。）、重要な資産の処分に関する事項について、理事会、評議員会において審議（私立学校法第４２条）

　していない場合は、その理由を簡潔に記入してください。

3月以内寄附行為に定めている資産総額の変更登記の期限

令和　2年　3月　9日
12時　　35分

令和　2年　3月　9日
10時　　　30分

令和　2年　5月　25日
10時　　30分

令和　2年　5月　25日
11時　　35分

平成　31年　3月　11日
12時　　45分

平成　31年　3月　11日
10時　　30分

令和　2年　3月　 9日
12時　　35分

令和　2年　3月　9日
10時　　　30分

令和　元年　5月20日
10時　　30分

令和　元年　5月　20日
11時　　　15分

ク．寄附行為

令和　2年　3月　9日
10時　　30分

審議事項
理事会

開催日時
評議員会
開催日時

有

有 無 有の場合 ：

（平成３１（令和元）年度補正予算（最終））

令和　年　月　日
時　　分

（　　　　時　　分　　　　）

令和　年　月　日
時　　　分

令和　2年　5月25日
10時　　30分

令和　2年　3月　9日
12時　　35分

令和　2年　5月25日
10時　　30分

令和　2年　5月　25日
11時　　35分

令和元年度監事の監査報告

無 有の場合 ：

令和　2年　5月　25日
11時　　35分

上記ア～クのインターネットの利用による公表の有無　　　　　　有・無

上記ア～クのうち公表していないものを記載　（　　　　　　　　　　　）
公表していない財務書類等の公表予定時期　令和　年　月　日

エ．事業報告書

ウ．収支計算書

備え付けている財務書類等の種類及び閲覧に供している財務書類等の種類について、下記
該当事項に○印を付してください。

キ．役員に対する報
酬等の支給の基準

ケ．その他
（独立監査人の監査報告
書）

ア．財産目録

イ．貸借対照表 オ．役員等名簿

カ．監査報告書

あらかじめ、評議員会の意見を聞いている

あらかじめ、評議員会の意見を聞いている
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④－１　役員の他の学校法人における兼任状況

理事長

理事

監事

該当なし

該当なし

氏　　　名

亀田 省吾

他の学校法人における役職名

鴨川令徳高等学校　評議員
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④－２　競業の状況

理事長

理事

（注）競業とは理事が個人又は会社等の代表者として、学校法人と競合する事業を行うことであり、教育研究事業のみならず、収益事業も対象とする。
　　　次のような場合も競業となる可能性がある。
　　　①理事が個人又は会社等の代表者として、学校法人を競合する事業を行う場合
　　　②附属病院のある大学法人の理事が、病院（医療法人）を運営する場合
　　　③理事が他の学校法人の教授や非常勤講師を兼ねる場合
　　　④附属病院のある大学法人の理事が、他の病院で診療行為を行う場合

④－３　利益相反取引の状況

理事長

理事

（注）利益相反取引とは、理事との売買取引や理事の債務保証等が代表的なもの。

氏　　　名
理事会承認日

（又は承認予定日）
競業の内容

該当なし

亀田 隆明 在学生及び職員の健康管理業務委託契約 2020年3月9日

該当なし

氏　　　名 利益相反取引の内容
理事会承認日

（又は承認予定日）

該当なし
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⑤-１　監事の職務執行状況 （私立学校法第３７条第３項）

（１）　業務状況の監査

②　監査方法・内容：

（うち教学監査について）

（うち教学監査について）

（２）　財産状況の監査

②　監査対象分野・事項：

④　公認会計士との連携の状況 三様監査（平成31年4月26日、令和元年5月23日、11月8日）

（３） 有 ・ 無

（有の場合、その時期、内容等を記入すること。）

（４） 有 ・ 無

（有の場合、その時期、内容等を記入すること。）

１　令和元年度中に実施した監事の職務執行状況（※監事が記入すること）

方法：理事会・評議員会・経営会議等への出席を通じた意見表明、理事長・学長・事務局長・財務部長等との意見交換、入学式・大学祭の諸行事等への参加
内容：教学活動の実施状況や組織体制の機能状況について把握する。事業報告書参考資料（委員会等活動報告）から、教学活動の活動実態を把握する。

①　監査実施日・期間： 通年

職 務 内 容

小規模単科大学に相応しい効率的業務運営の慫慂。基本金組入前当年度収支差額が厳しい状況を認識し、バランスの良い運営をすること。

③ 監 査 結 果 ：

方法：理事会・評議員会・経営会議等への出席を通じた意見表明　・理事長、学長、事務局長、法人本部財務統括部長等との意見交換 　・入学式、大学祭の諸行事等への参加
内容：事業計画・財務を含む中期計画策定方針ヒアリング、予算執行状況ヒアリング（書面監査等）、私立大学等経常費補助金取組状況、事業報告・財務計算書類ヒアリング等

職　　務　　執　　行　　状　　況

（平成３０年度決算及び令和元年
度期中の監査を記入）

監査の結果、不正の行為又は法
令若しくは寄附行為に違反する重
大な事実があるとき、所轄庁への
報告又は理事会及び評議員会へ
の報告

学校法人の業務又は財産の状況
についての理事への意見具申
（※書面によるもの、または議事録
等で確認できるものに限る） 令和元年5月20日理事会：介護福祉学科設置及び専門学校アパート一括借り上げは相当の費用負担を伴うので、不採算になりがちな専門学校の状況を踏まえ、細心の注意を払って進めること。

令和元年10月7日理事会：現行中期計画策定後における諸規程の制定、亀田典子学生支援基金の創設、亀田医療大学独自の奨学金制度創設、奨学金等引当特定資産及び減価償却引当特定資産の創設、大学院の開設、保健師課程申請、亀田医療技術専門学校介護福祉学科
設置認可申請、吊天撤去及び補修工事、スクールバスの検討等に鑑み、現行中期計画について財務（財務状況、損益、キャッシュフロー等）を含め所要の見直しを行うこと。
令和2年3月9日理事会：次期中期計画は、多額の寄付で成り立っている経営状況を熟慮し、作成すること。

③ 監 査 結 果 ：

（公認会計士の監査の実施日・期間：　平成31年4月25日、4月26日、令和元年5月10日、5月23日、8月28日、11月7日、11月8日、令和2年1月28日　）

・平成30年度決算に関しては、平成30年度の経営状況を適正に表示している。
・令和元年度期中に関しては、予算を適正に執行し、監査段階での経営状況を適正に表示している。

④　そ の 他  ：

平成31年4月26日、令和元年5月13日、5月20日、5月23日、9月26日、10月7日、10月17日、11月8日、12月5日、12月16日、令和2年1月23日、2月27
日、3月2日、3月9日　　（計　14日）

財務・会計全般（当初予算・補正予算編成含む）
重点監査事項：科研費・預り金（簿外経理の有無）等）

小規模単科大学に相応しい効率的業務運営の慫慂。基本金組入前当年度収支差額が厳しい状況を認識し、バランスの良い運営をすること。加えて、国家試験合格を企図した運営をすること。

①　監査実施日・期間：
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⑤-２　監事の職務執行状況 （私立学校法第３７条第３項）

（１）　財産状況の監査

②　監査対象分野・事項：

④　公認会計士との連携の状況：

⑤　そ の 他：

（２） 有 ・ 無 （書面の作成または議事録等への記載 ：　有　・　無　）

（意見具申が有の場合、その時期、内容等を記入すること。）

（３） 有 ・ 無

（有の場合、その時期、内容等を記入すること。）

③　監査結果：

令和2年4月27日、5月18日、5月20日、5月25日、5月28日　　（計　5日）

財務・会計全般（中期財務計画に関する監査、令和元年度予算、決算等に関するヒアリング、三様監査等を含む）
科研費に関する監査

職 務 内 容 職　　務　　執　　行　　状　　況

①　監査実施日・期間：

２　令和元会計年度決算に係る財産状況についての監事の職務執行状況（※監事が記入すること）

令和元年度の経営状況を適正に表示している。

（公認会計士の監査の実施日・期間：令和2年4月24日、4月27日、5月14日、5月28日）

監査の結果、不正の行為又は
法令若しくは寄附行為に違反す
る重大な事実があるとき、所轄
庁への報告又は理事会及び評
議員会への報告

財産状況についての理事への
意見具申

令和2年4月27日、令和2年5月28日に、独立監査人と監査報告、予算執行状況、内部統制等について意見交換（5月28日は理事長及び内部監査室長同席）
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⑤-３　独立監査人の監査報告書
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　○　諸規定の種類

ア． コ． ツ． ニ．

イ． サ． テ． ヌ．

ウ． シ． ト． ネ．

エ． ス． ナ． ノ．

オ． セ． ハ．

カ． ソ． ヒ．

キ． タ． フ．

ク. チ．

ケ．

※　規定を作成する必要がない場合は「－」と記入し、その理由を説明すること。

Ｆ－３　諸規定の整備状況

組 織 ・ 総 務 関 係 人 事 ・ 給 与 関 係 財 務 関 係該当 該当

【理由】

〇

役 員 に 対 す る 報 酬 等 の
支 給 の 基 準

教 職 員 退 職 金 支 給 規 程

旅 費 規 程

奨 学 金 給 付 ・ 貸 与 規 程
〇

〇

〇

特定個人情報等の取扱いに
関する規程 〇

公 益 通 報 に 関 す る 規 程
〇

個人情報保護に関する規程
〇

〇
会 計 ・ 経 理 規 程

事 務 分 掌 規 程

〇

組 織 規 程

〇

物 品 管 理 規 程

〇

〇

〇

稟 議 規 程

文書取扱い（授受、保管）規程

情 報 公 開 に 関 す る 規 程

〇

教 職 員 任 免 規 程

定 年 規 程

役 員 報 酬 規 程

教 職 員 給 与 規 程

就 業 規 則

〇

〇
公 印 取 扱 規 程

該当

〇

〇

〇

〇

学 長 候 補 者 選 考 規 程
〇

〇

〇

該当

学 則
〇

教 学 関 係

入 学 者 選 抜 規 程
〇

教 授 会 規 程

〇

〇
学部（学科）長候補者選考規程

教 員 選 考 規 程資 産 運 用 に 関 す る 規 程

固 定 資 産 管 理 規 程

〇
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Ｆ－４　学校法人の組織機構
　       学校法人組織機構図

 （令和２年７月１日現在）

総　務　統　括　部　（7人　うち7人は亀田医療大学事務局兼）

（部長　江羅　茂　66歳）

財　務　統　括　部　（4人　うち3人は亀田医療大学事務局兼）

（部長　堀　強　70歳）

（部長　堀　強　70歳）

理　事　長 亀　田　医　療　大　学 亀田医療大学事務局 管　理　部 総　務　課　（6人）

（亀田省吾　63歳） （学長　橋本　裕二　69歳） （事務局長　江羅　茂　66歳） （部長　江羅　茂　66歳） （課長　大塚　努　48歳）

学　務　課　（6人）

（課長　江羅　茂　66歳）

内　部　監　査　室

財　務　課　（3人）

（課長　渡邊　武　52歳）

亀田医療技術専門学校 亀田医療技術専門学校事務部（8人）

（学校長　亀田　省吾　63歳） （事務長　松下　泰久　61歳）
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安全衛生管理室　（3人　うち2人は亀田医療大学事務局兼）

財　務　部

法　人　本　部

（2人　うち1人は亀田医療大学事務局兼・
亀田医療技術専門学校事務部兼）

評議員会

理事会

監 事

評議員会

理事会

監 事



５ー（１）新入生及びその保護者が行う寄附金の募集の有無：　　　有　　・　　無

※有の場合は、寄附金の募集要項及び趣意書を添付してください。

５ー（２）学校債の募集の有無：　　　有　　・　　無

※有の場合は、学校債の募集要項及び趣意書を添付してください。

５－（３）現在係争中の訴訟の有無：　　　有　　・　　無

【訴訟の概要】

年 月 日

　概要案件名 提訴日

Ｆ－５　その他
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（注）履行状況報告書の内容について問い合わせる場合がありますので、
　　　作成責任者及び作成者を必ずご記入ください。

作 成 者 法人本部財務統括部 渡邊
ワタナベ

　武
タケシ

 TEL：04-7099-1211
内線（5610）

 FAX：04-7099-1327
E-mail:watanabe.takeshi@kameda.ac.jp

職 名
フ リ ガ ナ
氏 名

連 絡 先

 TEL：04-7099-1211
内線（5603）

作 成 責 任 者 法人本部総務統括部長 江羅
エラ

　茂
シゲル

E-mail:era.shigeru@kameda.ac.jp

 FAX：04-7099-1327
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